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欧州の情報化社会技術に関する予測調査
　2000 年３月、欧州連合の加盟国首脳がリスボンに集い、「Lisbon Objective（リスボ
ン戦略）」と呼ばれる戦略的な政策‐目標を定めた。リスボン戦略で謳われている「競
争力のある知識経済」実現のため、欧州では欧州研究圏（ERA：European Research 
Area）」の構築を推進し、「情報化社会技術（IST：Information Society Technology）」
の発展・推進を達成しようとしている。
　この情報化社会技術の将来像を定めるため、欧州委員会に所属する共同研究機関
である IPTS（Institute Prospective Technology Study：未来技術研究所）が中心と
なり、予測調査を実施した。これが、FISTERA（Foresight on Information Society 
Technologies in the European Research Area）である。2002 年 9 月に発足した本調査
プロジェクトは、2005 年６月で３年間の調査期間をほぼ終え、最終の取りまとめを行
う国際会議がスペインのセビリアで開催された。
　予測調査の手法としては、EUメンバーが過去各国独自に実施した技術予測調査を汎
欧州の観点で見直すところから出発し、特許データの解析による技術的競争力の水準調
査、社会の変遷に関するデルファイ調査や要素技術が応用される環境の未来像について
のシナリオ作成などが実施され、広範な議論が行われた。
　具体的な調査結果の取りまとめには、「技術軌道」という概念を用いている。情報化
社会の進展に資する各種の技術軌道を汎欧州の視点で構築し議論することによって、戦
略実現のための知見を蓄積した。その成果として、未来像を俯瞰するための鳥瞰図とも
いえる、情報化社会技術の未来像に関する知識ベースを作成した。さらに、情報化社会
技術に関するフォーラムを組織し、分析結果の公開を行いつつ、情報化社会技術に係る
専門家同士の相互理解を深めることを実施した。調査費用の総額は、約 150 万ユーロで
あった。
　結論として、欧州は、米国や日本に対して、総じて遅れを取っており、その溝はリス
ボン戦略が設定された 2000 年以降、狭まっていないと指摘している。そのため、戦略
の達成のために 2010 年までに研究開発支出の増加を提言している。
　FISTERAでは、ある期間にわたって、複数の観点から予測と分析が試みられており、
それらの検討の途中経過が広く公開され、次の段階での議論などにフィードバックされ
るというプロセスをとっている。こうしたプロセスをインターネットとウェブを活用す
ることによって効率的に実施している。これにより、専門家の間の戦略に対する認識が
深まり、問題解決を指向するより良いコンセンサスが生まれるものと考えられる。こう
した手法は、日本の科学技術政策の立案に向けた調査活動に際しても参考となるといえ
よう。
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　本稿では、最近終了した欧州に
おける情報化社会技術の未来予測
調査の概要を紹介する。FISTERA
（Foresight on Information Society 
Technologies in the European 
Research Area）と呼ばれる本調
査は、欧州委員会がその政策の
柱とした「eEurope 2002」および
「eEurope 2005」とよばれるアク
ションプランの一環として実施し
たものである。
　欧州では、後述するリスボン
戦略で謳われた「競争力のある知
識経済」の実現を、「情報化社会
技 術（IST：Information Society 
Technology）」によって達成しよ
うとしている。欧州委員会に所
属する共同研究機関である IPTS
（Institute Prospective Technology 
Study：未来技術研究所）が中心
となり、このような情報化社会技
術の将来像に関して実施した予測
調査がFISTERAである。
　この未来予測では、情報化社
会技術（IST）は、いわゆる情
報通信技術（ICT：Information 
Communication Technology） と
は明確に区別されている。要素技
術としては必然的に情報通信技術
の予測が中心となったが、情報化
社会技術という考え方を構成する
ものは、情報通信の各要素技術と
その変化だけではない。情報通信
技術は、生産活動、情報処理、産
業に関連するが、一方、情報化社
会技術の議論では、技術の社会的
な実現や応用環境について議論す
る。FISTERAでは、各要素の技
術動向を踏まえつつ、あるべき情
報化社会のあり方を検討すること
を目的としている。
　FISTERA の調査手法として
は、EUメンバーが各国独自に実
施した幾つかの技術予測調査を
見直すところから出発し、特許
データの解析による技術的競争
力の水準調査、社会の変遷に関
するデルファイ調査や応用環境の
未来像についてのシナリオ作成な
どが実施され、人材育成を含む広
範囲な議論が行われた。2002 年
の９月に発足した本調査プロジ
ェクトは、2005 年６月で３年間
の調査期間をほぼ終え、最終の取
りまとめを行う国際会議がスペイ
ンのセビリアで開催されたところ
である。すでに、調査過程で実施
された専門家によるワークショッ
プなどの報告書や、分析結果の総
合的なまとめ、および情報通信分
野の要素技術に関する技術動向の
調査結果等が、随時ウェブサイト
（http://fistera.jrc.es/）などに公開
されている。調査費用の総額は、
約150万ユーロであった。
　本稿では、FISTERA調査全体
を俯瞰する総合レポートの内容を
紹介し、欧州の専門家が描く情報
化社会技術の未来像について解説
する。
科学技術動向研究
欧州の情報化社会技術
に関する予測調査
藤井　章博
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２‐１
リスボン戦略
　欧州の科学技術政策では、情
報通信技術は「情報化社会技術
（Information Society Technology）」
の要素として、融合領域や応用領
域のシステム化技術と絡めてより
広範囲かつ構造的に取り扱われて
いる。こうした汎欧州の技術政策
の拠り所となっているのが、以下
に述べるリスボン戦略である。
　2000年３月、欧州連合の加盟国
首脳がリスボンに集い、「Lisbon 
Objective（リスボン戦略）」と呼
ばれる戦略的な政策目標を定め
た。これは、「2010 年までに、欧
州において、より良い職業をより
多く創出し社会的連帯を強化した
上で、持続可能な経済成長を達成
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１の構成である。
　１章では、予測調査手法および
分担して実施された部分的な調査
等の関係が示されている。２章で
は、情報化社会技術の対象となる
領域を説明している。これは 10
しうる、世界中で最もダイナミ
ック、かつ、競争力のある知識経
済を発展させる」という目標を掲
げた宣言文である。この目標を達
成するために必要となる施策を実
施することによって、欧州連合を
より豊かにし、欧州に残存する地
域間格差を是正することが、今後
10 年間の政策目標として定めら
れた。そのなかで、特に、情報通
信分野における技術革新、関連す
る市場の活性化の重要性が指摘さ
れ、これにより完全雇用の実現、
企業競争力の強化を行うとされて
いる。
２‐２
FISTERAの目的
　リスボン戦略に謳われた目標を
達成するため、情報化社会技術の
現状を把握し戦略を立てるために
大規模な技術予測調査が実施され
た。これがFISTERAである。
　本調査は、欧州の情報化社会技
術に関する専門家の知見を結集す
ることを目標としている。まず、
調査の出発点として、欧州各国
でこれまで実施された予測調査プ
ロジェクトの結果が比較検討され
た。調査プロジェクトは、欧州各
地に分散して存在する既存の研究
機関のネットワークによって実施
され、例えば英国の調査機関であ
るPRESTは、デルファイ調査や
シナリオ作成を担当した。各研究
機関がサブプロジェクトを分担し
つつ、IPTSの統括のもとで全体
的な報告書が作成された。
　これまでにも欧州各国は各種の
技術予測調査を実施してきたが、
それらは総じて「汎欧州」とい
う視点を見落としがちであった。
FISTERAでは、欧州全体からの
観点を重視し、「欧州研究圏（ERA：
European Research Area）」の推
進に資する知見の収集と専門家の
ネットワークを構築することを目
的としている。
　具体的な調査結果の取りま
とめは、後述する「技術軌道
（Technology Trajectory）」を、汎
欧州の視点で構築し議論すること
によって行われている。成果とし
て、情報化社会技術の未来像に関
する知識ベースを、未来の俯瞰図
として作成した。調査工程では、
情報化社会技術に関するフォーラ
ムを組織し、分析結果の公開を行
いつつ、情報化社会技術の専門家
の相互理解を深めた。
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　本調査プロジェクトのアウト
プットとして、すでに大量の報
告書が公開され、例えば、人材
問題に関する議論の要約、オンラ
インデルファイ調査の結果４）な
どがある。本章では、主に総合分
析レポートとして全体の総括的位
置付けにある文献１「情報化社会
の将来像に関する欧州の研究領域
における決定要因―FISTERAに
おける専門家グループによる分析
結 果 ―（Key Factors Driving the 
Future Information Society in the 
European Research Area, Synthesis 
Report on the FISTERA Thematic 
Network Study, Sep 2002‐Sep 
2004）」をとりあげ、調査プロジ
ェクトの成果を紹介する。
３‐１
総合分析レポートの構成
　図表１は、FISTERA調査の全
貌を紹介する位置付けにある文献
程度の大領域に分類されている。
ここで、情報化社会技術は、情報
通信技術（ICT）とは区別され、
社会的実現を指向するものである
ことが明確化されている。３章で
は、技術の進化に必要な人材の問
図表１　総合レポートの内容構成
情報化社会の将来像に関する欧州の研究領域における決定要因
̶FISTERAにおける専門家グループによる分析結果̶
エグゼクティブサマリ
序論
１章．調査検討の方法論
分析要因、トップダウンとボトムアップ手法の
統合
２章．社会的要因および挑戦すべき課題
社会的関係の変化、レジャーとリクレーション、
人口の高齢化、医療・健康、文化の多様性と移民、
交通と流動性、学習と教育、社会福祉、公共サ
ービス、政府・行政、安全・安心
３章．人的資源に関する要因
人材不足とミスマッチ、生涯学習、人材の蓄積、
頭脳流出、技能のアウトソーシング
４章．政策を取り巻く環境
欧州の情報技術の現状、欧州連合の目標、欧州
各国の予測調査、欧州委員会によるプログラム、
欧州連合における活動
５章．技術の決定要因
技術軌道、欧州の相対的位置、応用分野に関す
る各国の予測調査、破壊的技術
文献１）を参考に作成
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題を欧州全体の科学技術政策とい
う観点から扱っている。４章では、
情報化社会技術分野における欧州
の現在の環境を確認したうえで、
本予測調査と欧州委員会の実施す
る科学技術政策プログラムとの関
係を検討している。５章では、情
報化社会技術を構成する各種要素
技術に着目し、今後の技術の動向
を検討し、これらに基づいて情報
化社会技術の達成のための要因が
検討されている。
３‐２
競争力の分析
　予測調査手法は、EUメンバー
が各国独自に実施した幾つかの技
術予測調査を見直すところから出
発した。これまでの各国の独自の
調査結果は、それぞれの国益を前
提としているため、ここでは、欧
州全体の繁栄に資するという視点
で全体を再検討している。特許デ
ータに基づく欧州の強みと弱みの
分析、専門家によるデルファイ調
査などのアンケート調査の実施、
専門家等によるワークショップの
開催、ロードマップやシナリオ記
述などが実施された。技術予測手
法として確立されているこれらの
手法をオンラインで実施したこと
は新たな試みであった。
　図表２は、FISTERA全体で利
用された各種の分析手法を「技術
に関連する要因」「経済的・政治
的要因」「社会に関連する要因」「科
学技術に根ざす競争力」の観点か
ら分類している。
　特に、欧州の対米国、日本との
相対的位置付けを検討するにあた
っては、特許データを用いた計量
分析等を実施している。例えば、
文献２には、1976 年から 2002 年
までの間に出願された当該分野に
関連する特許に対する計量学的分
析結果が示されている。データベ
ースは、日・米・欧の３箇所で出
願された特許数等である。分析結
果としては、全体として、米国、
日本に対する欧州の劣位が確認さ
れた。しかし、例えば通信技術
に関しては、幹線網技術などに
優れた蓄積があることが分かっ
た。また、特許の保持に関しては、
欧州の一部大企業に集中してお
り、今後は中小企業による情報化
社会技術の振興が望まれる、とい
う点が明らかになっている。
　また、重要と考えられる 90項
目程度の情報通信分野の要素技術
において、強みや弱みが、それぞ
れ当該分野の専門家によって個別
に検討された。技術動向をデータ
ベース化した上で、それらに関し
て専門からの意見集約を行ってい
る。図表３には、その中で、特に
欧州において強みがあると判定さ
れた要素技術の例を抜粋した。
　要素技術は、「技術軌道」の基
礎となるもので、これら要素技術
が形作るクラスターによって、何
らかの機能が提供され、その上で
応用環境において情報化社会の進
展に寄与するという考え方を取っ
ている。技術軌道と要素技術のク
ラスターに関してはくわしく後述
する。
　一連の要素技術に関する分析結
果から得られた結論としては、欧
州は、米国や日本に対して、総じ
て遅れを取っているというもので
あった。主要な競争相手との溝は、
リスボン戦略が設定された 2000
年以降も狭まっていないと指摘さ
れている。一方、欧州が伝統的に
強い幾つかの分野、例えば通信技
図表２　競争力分析（SWOT分析）の手法
欧州全体の強み（Strength）と
弱み（Weakness）の分析
機会（Opportunity）、脅威（Threat）、
挑戦（Challenge）の分析
技術に関連する要因
特許に関する書誌学的分析、
出版物、二次情報（研究開発費
など）、各国の予測調査
技術の軌道と破壊的技術に関す
る分析、各国の予測調査の分析
を含む
経済的・政治的要因 各国の予測調査と文献
オンライン・デルファイ、目標に
ついてのワークショップ、各国の
予測調査や論文からの情報
社会に関連する要因
文献調査およびオンライン・デ
ルファイ調査
シナリオ構築の実施、ワークショ
ップ、オンライン・デルファイ
科学技術に根ざす
競争力
インタビュー、オンライン・デ
ルファイ、および調査・分析
シナリオ構築の実施、
ワークショップ
SWOT：Analysis of Strength, Weakness, Opportunity and Threat 文献２）を参考に作成
図表３　欧州に競争力のある要素技術
技術 先導国
三次元スキャナー 米、日本／欧州（伊）
バッテリー技術 米、日本、韓国／欧州（伊、独）
セルラー電話 欧州（フィンランド、独、仏、蘭、スウェーデン）
電子ブックリーダー 米、日本／欧州（蘭）
電子インク 米、日本／欧州（蘭）
ガリレオ（測位衛星） 欧州
移動体プロセッシング技術 欧州（フィンランド、独、仏）、日本、米
MPEG 欧州（伊・独・蘭）
プリンター 日本、韓国／欧州（伊）
無線接続 欧州
基幹網 欧州（仏、独）
音声合成と認識 米、欧州
90程度の要素技術の中から、欧州が先導している技術を抜粋
文献２）を参考に作成
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術では、依然として、そのリーダ
ーシップを保っていると結論付け
ている。
３‐３
人材問題
　人材問題に関しては、ワークシ
ョップで集中的に検討された３）。
　90年代の後半、一時的に情報通
信分野の専門家の人材不足が生じ
たが、その後の世界的な ITバブ
ル崩壊の影響で、2001年以降は人
材不足傾向は緩和しているとされ
ている。しかし、この緩和傾向は、
主に市場再編成の影響によるもの
であるため、今後はバブル崩壊の
時とは別の形の情報通信技術人材
の不足が顕著になると指摘されて
いる。
　人材需要の変化としては、まず
第一に、特異な技術的専門能力の
需要から、より広範囲な技能の需
要へ移行することが予測されてい
る。企業は、技術的な専門能力と
ともに、情報社会の市場に関する
理解力、何が市場で有望であるか
というビジネス上の洞察力、顧客
への対応能力、などを持つ人材を
一層求めるようになる。第二に、
事業内容や企業の役割の変化によ
り、新たな技能を獲得する能力の
ある人材がより求められると予測
されている。労働者の再教育に関
しては、生涯学習による支援が重
要であり、これにより技能のミス
マッチを是正することができる。
また、雇用の質を変化させ、女性、
移民、少数民族など、現状では充
分日の目を見ていない人々に新し
いチャンスを開くことが一層重要
であるとしている。
　EUの特徴は、拡大EUの候補
である東欧やトルコなどの周辺諸
国との関係、英国を旧宗主国とす
るインドとの関係が綿密である点
にあり、人材やソフトウエア開発
のアウトソーシングを考える際の
重要な要因になっている。アウト
ソーシングに関しては、インドや
中国との関係が重要とした上で、
特に、東欧諸国の台頭にも着目し、
ドイツなどがその恩恵を受ける可
能性が指摘されている。
３‐４
予測調査の総括
　文献１では、最終的に、リス
ボン戦略の達成のためには、研
究開発投資の増大が必要である
と提言されている。2001 年の統
計データによると情報化社会技
術の研究開発への欧州連合の投
資額はGDPの約２％であり、平
均増加率は 1997 ～ 2002 年の間で
４％にすぎなかった。リスボン戦
略における目標設定である「2010
年に GDPの３％」を実現するた
めには、2010 年までに毎年８％
の研究開発支出の増加が必要であ
る。
　特に情報化社会技術の分野で
は、従来技術の延長では予測でき
ない破壊的な技術が登場する可能
性がある。FISTERAでは、その
ような破壊的技術が登場する可能
性がある分野を幾つか指摘した。
破壊的な技術が突然出現するよう
な場合には、迅速でその後も定常
的な支援が許されなければならな
いと提言している。
　６月16、17日の２日間、FISTERA
の総括を行う会議がスペインのセ
ビリアで開催された。会議のタイ
トルは、「変容する欧州のサービ
スにおける情報化社会技術、2020
年にむけて（IST at the Service of 
a Changing Europe by 2020）」 で
あった。
　なお、FISTERAにおける議論
では、リスボン戦略を達成する
目標年である 2010 年に限らず、
2020年ごろの状況を予測した技術
軌道やシナリオなども検討されて
いる。専門家の意見に基づいて、
情報化社会技術に関する目標達成
の年を 2020 年に設定することも
検討されている。
4   情報化社会技術の動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　以下ではFISTERAで検討され
た情報化社会技術の動向を紹介す
る１）。まず、情報化社会技術の応
用領域、次に「技術軌道」の概念
を明らかにする。ここでは、10の
技術軌道が選ばれた。欧州の専
門家の意見を集約した個別の技
術軌道の動向を紹介する。検討
の結果、「破壊的技術」として、
特に今後の動向に注目すべき分野
が明らかになっている。さらに、
予測調査の結果である技術動向を
公開しているウェブサイトも簡単
に紹介する。
４‐１
「情報化社会技術」
の応用領域
　情報化社会技術の応用領域は、
特に、健康・福祉、教育、交通・
運輸、および行政サービスの周辺
で拡大すると予測される。総合
分析では、これらの応用領域にお
いて、今後進展する情報通信分野
の技術がどのような機能を提供
し、また、そうした機能が各応
用領域にいかなる利便性をもたら
すか、という点を領域毎に議論し
ている。
　例えば、欧州の人口動態を考え
ると、高齢者のための医療・福祉、
及び、アプリケーションは、政策
上の課題としてますます重要にな
るとしている。多くのEU加盟国
では、健康保険と健康管理のシス
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テムがコスト高に陥っており、情
報技術による効率化が期待されて
いる。こうした問題が、情報化社
会技術の解決すべき課題とされて
いる。さらに、これまで日常生活
で別々に考えられてきたもの、例
えば、仕事と余暇、余暇と学習な
どの分野が、例えば情報と娯楽の
間の境界線上に現れた「インフォ
テインメント（Infortaiment）」と
いう考え方によって融合される
としている。また、在宅勤務とい
う勤務形態の成功については、経
済のグローバル化進展の時代を迎
え、やっと大規模な実現に向けて
良好な条件が整ってきたとされて
いる。
４‐２
技術軌道の考え方
　情報化社会技術の将来像を検
討するための分析概念として、
FISTERAでは、「技術軌道（TT：
Technology Trajectory）」と呼ば
れる考え方を用いている。
　例えば、「半導体チップ」とい
う技術では、それが１つの技術な
のか、あるいはエッチングやリソ
グラフィー、ロジックなど異なる
概念の技術の集合体であるのか、
という曖昧さがある。つまり、「技
術」という語彙は、その範囲を規
定しようとするときに困難さがつ
きまとう。FISTERAでは、技術
の定義に関するこのような曖昧さ
を避けるため、技術の持つ「機能
性」に着目している。要素技術の
クラスターを考えて、これらに
よってもたらされる機能性、さら
には、そうした機能が提供しうる
サービスとその応用環境を議論す
る。技術軌道は、情報通信分野の
多様な要素技術を、情報化社会技
術という観点で幾つかのグループ
にまとめたものと言える。
　100 を超える要素技術が、専門
家による討論の俎上に載せられ、
情報社会の実現に関してその影響
が強いと考えられる 10の技術軌
道が選ばれた。Bandwidth（広帯
域通信）、Communications（通信
一般）、Data capturing（データ獲
得技術）、Human interfacing（マ
ン‐マシンインターフェース）、
Info Visual Display（情報表示技
術）、Info retrieval（情報検索技
術）、Pin pointing（位置情報処
理）、Printing（印刷・表示技術）、
Processing（演算処理）、Storage
（情報蓄積）、がそれである。以下
の４‐３項では、専門家によるこ
れらの技術軌道の将来像に関する
分析結果を説明する。
４‐３
技術動向
　10 の代表的な「技術軌道」に
関して、2004年現在の状況、2010
年ごろの状況、2020年ごろの状況
を検討している。以下では、文献
１から、各技術軌道の概要のみを
挙げる。
盧広帯域通信
　まず、今後５年間の間に、100Mbps
で４kmのループ長をもつxDSL、
および光ファイバーの敷設が行わ
れる。100Mbps 程度の伝送速度
で、2020 年ごろまでの 99％のサ
ービスニーズには対処できるだろ
う（注１）。一方、無線通信・移動体
通信を必要とする状況では、2010
年代あたりまで広帯域を確保する
ことはコスト高な状況が続く。
　広帯域通信に向けた研究活動
は、特化した目的向けを対象に引
き続き行われる。例えば、ホログ
ラフの投影、科学技術計算におけ
るグリッドコンピューティング、
医療分野、安全環境、等の支援と
広帯域通信の関係においては、一
般的な通信インフラやアプリケー
ションでは対応できなくなること
が予想される。
盪通信一般
　今後 10年間には、ネットワー
ク環境との手軽な接続、つまり「接
続性の個人化」が起こる。2015年
ごろに、ワイアレスルータやアド・
ホックネットワークの登場によ
り、現在より 1,000 倍の伝送容量
を持ちうる端末間通信に際して、
電波の干渉問題が大きくなる。こ
うした見方は「すでに当たり前こ
と」ではなく、今後一層の研究開
発を行い、方向性に関する展望が
必要であるとしている。
蘯データ獲得技術
　これまで、この分野は継続的に
進化したが、現在は大きな転換期
にある。衛星監視、ウェッブカメ
ラ、携帯型録音再生装置等と同様
にセンサーが安価かつ容易に提供
されるようになる。３次元のスキ
ャニング技術も今後 10年間で安
価に提供される可能性がある。こ
うした傾向を支援する技術は、エ
レクトロニクス、バイオエレクト
ロニクス、ナノ技術、MEMS、通
信技術、アナログとデジタルを混
在させるようなチップの製造技術
である。
　情報処理環境の安全性への要求
は、この分野の発展をより速める
可能性がある。今後10年で、ほと
んど全ての物品には、センサーが
埋め込まれるようになり、通信ゲ
ートウエイを介して自律的な通信
が行えるようになる。広範囲にセ
ンサーが利用できることで、デー
タの有効性が増大し、これによっ
て更に情報獲得に関する課題に多
くの尽力が割かれるようになる。
盻マン‐マシンインターフェース
　2010年代の前半に、人間の個人
的感情に対してカスタマイズする
（注１）ここでの考察は、アクセ
ス網の帯域を対象としており、
バックボーン幹線網については
言及していない。
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ようなマン‐マシンインターフェ
ース技術が現れるかもしれない。
後半に入ると、「シャドウイング
機能（個人の情報交換を日常的
に監視すること）」が重要になり、
この技術発展が今日の機械的な通
信アプリケーションに欠けている
部分を補う可能性がある。
　通信は形式ではなく、より「理
解」に基づくものになるだろう。
このため、なんらかの誤解に基づ
く問題の責任の所在などが技術進
化の障壁となる。人工知能、対話
型エージェント、その他の技術が
「道具」となって、こうした閉塞
状態を打開するだろう。幾つかの
分野では、非常に面白いアイデア
が登場しているが、未だ確固とし
た基盤の上にはない。
眈情報表示技術
　情報表示技術の新展開は、デザ
イン、薬品、エンターテイメント
等の分野で重要性が認識され、新
しい市場機会を創出するかもしれ
ない。今後５年間は、固定ディス
プレイと移動体のディスプレイが
より高解像度になる。２次元ディ
スプレイは、以後 15年間進化す
るが、コモディティ品となるため、
収益のマージンはほとんどなくな
る。一方、新しいディスプレイ技
術が移動体環境に登場すると、新
しいサービスを生み出し、そうし
た先進技術を左右できる会社には
高い収益がもたらされるだろう。
３次元ディスプレイは、今後５～
８年程度はニッチな市場に留まる
が、その後の 10年間で新しいサ
ービスを実現するだろう。３次元
ディスプレイは、それ自体は破壊
的な技術ではないが、通信環境と
の関連で新しいパラダイム登場す
ると、そのメカニズムに関連して
は破壊的な要素技術となりうる。
そうしたメカニズムへの投資が、
３次元ディスプレイ自身への投資
よりも多くの富を生み出すと考え
られる。
眇情報検索技術
　現在、情報の生産量が驚くべ
き速度で拡大しており、２～３年
で倍増するというペースが今後
20 年は続く。ただし、２倍になる
のは情報ではなく「データ」で
ある。データを情報に変換する
ことおよびその情報検索技術は、
今後 10 年の重要な技術的チャレ
ンジとなろう。情報検索技術に関
する技術的なイノベーションが、
あらゆるタイプの情報に関して重
要となる。
　この分野の技術の進展に対する
要求は高いが、その内容を予測す
ることは難しい。2008年ごろに一
つの節目があろう。その時点まで
に、幾つかの基本的な技術の進展
がみられ、それによってより具体
的な予測が可能となろう。情報検
索という根本的な問題の解決によ
り、情報社会の開拓を可能とする
ような決定的な変化がもたらされ
る。同時に、問題の解決には、プ
ライバシー、知的財産権、情報
の保護など多くの挑戦的課題が伴
う。この分野では、利便性が向上
することと犯罪の可能性は裏腹の
関係にある。
眄位置情報処理
　情報タグ、ビーコン、GPSや、
ガリレオなどによる衛星測位とい
うサービスは幅広く普及し、2010
年代の後半には当然のこととなり
議論されなくなる。2008 年には、
ほとんどの製品は情報タグを持
ち、その後の 10年間でコンテン
ツなどソフト製品もタグが付くで
あろう。2010年ごろまでは、セキ
ュリティとプライバシーの問題が
強く懸念されるが、不便さを払拭
するような利便性の登場により、
その影を潜めるだろう。
　情報化社会は、幾つかの技術が
互いに協調的な役割を演じつつ、
「タグ付けされた社会」となる。
情報化社会技術の観点から、薬学
や生物学という学問との境界線に
は、この「タグ付けされた世界」
の実現によって、大きな発展の可
能性が生まれる。現時点で、すで
に蛋白質やウイルスにタグ付けす
ることが可能となっている。2010
年代の後半には、タグ付けされた
蛋白質の追跡はより容易になる。
そこで、通信分野等の情報化社会
技術との親密な協調により、健康・
福祉分野における革新的な変化が
もたらされるであろう。
眩印刷・表示技術
　あまり認知されていないが、技
術的観点からは印刷技術の進化は
目覚しく、ビジネスのルールを完
全に書き換えるほどである。これ
は、新しいサービスをもたらし、
仕事の仕方や情報交換の仕方を変
化させている。
　2015年ごろという長期的な視点
では、様々な物品に印刷機能が組
み込まれるとか、e‐inkと呼ばれ
るような印刷物質そのものが印刷
機能を持つような技術から、「破
壊的」状況が現れる。2010 年ご
ろから、印刷物が何らかの動的な
振る舞いをもつ機能が現れるだろ
う。例えば、利用者と相互関係
をもち、印刷物自身が、自動的に
自らを更新するという具合である。
2020年までには、「印刷」の意味す
る標準的な事柄は、微量のインク
を紙に付けるということから、「何
らかの物体を複製する」というこ
とを意味するようになるだろう。
　著作権は、印刷物そのものの
一部となり、利用者が印刷物とど
のように係るかという問題を根本
的に変化させる可能性がある。印
刷物のあるページが、利用者の個
人的な領域と相互作用をもち、印
刷された情報を実際に表示する前
に、それを読む権利について交渉
するようになるかもしれない。
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眤演算処理
　過去 30 年間、演算処理は、18
ヶ月で２倍というペースで進化
し、この進化は、全く新しい産業
とサービスを創出してきた。コス
トの低下は、一国に数台という状
況から、家庭に一台以上のPCと
いう市場の拡大をもたらした。現
在も、需要の落ち込みにもかかわ
らず、より大きな演算能力が求め
られている。固定費を削減し、生
産量を増大しサイズを縮小するこ
とが必要である。
　2020年までに、考えうるありと
あらゆる物品が、何らかの演算処
理能力を組み込むようになるだろ
う。そのような組み込みが一般的
になった状況で、１つの疑問が持
ち上がる。多くの産業は、現在の
ような寡占的な状況を受け入れる
ことができるであろうかというこ
とである。つまり、演算装置を支
配している企業が市場を先導しつ
づけるのか、という問題である。
別な言い方をすると、演算処理技
術に関しては、全ての人（あるい
は国）が平等に製品やサービスを
開発することができるようになる
のか、あるいは、それは、現在市
場を独占して演算処理能力をコン
トロールできる企業にとってより
好ましい方向になるのか、という
疑問である。
眞情報蓄積技術
　情報蓄積技術は、５年毎に新し
い記憶媒体の発明、10年ごとに破
壊的な技術革新が成され、過去10
年間、毎年 10％の価格低下のもと
で性能を倍にしてきた（現在およ
そ１ユーロが300GBに相当する）
70年代のFD、80年代のディスケ
ット、90 年代の CD‐ROM、2000
年代のDVDである。ホログラフィ
ックディスクは未知数で、薄膜ポ
リマーによるメモリの実現は、次
の10年の前半に期待されている。
　そうした破壊的な技術のサイク
ルは、生産からソフトウエア、コ
ンテンツ生産、情報配信、情報管
理とその保護に至るまで、産業に
深いインパクトを与えてきた。能
力と価格の両方に対して、減速要
因は今のところない。その能力は、
ローカルに仮想的な「インターネ
ット」を実現できるほどに、大量
の情報を蓄積することができる。
同時に、全ての事柄が記録できる
可能性があり、新らたなサービス
や全く新しい産業の創出の可能性
がある。
　家電製品などのいわゆるアプラ
イアンスを通して、データ通信イ
ンフラの上で、情報をアクセス・
ダウンロードし、更新・同期す
るというように利用形態が変化す
る。2020年までには、これらに必
要な蓄積能力が提供されるように
なるだろう。
４‐４
破壊的技術
　新しい方式や製品によって、既
存の市場が破壊的に変革すること
がある。このような作用を及ぼす
技術をFISTERAでは、「破壊的
技 術（Technology Disruptions）」
と呼んでいる。過去の典型的な例
は、PCと汎用コンピュータの関
係である。PCの演算処理能力は、
当初は、汎用コンピュータのそれ
を凌いでいたわけではないが、市
場に対して別の価値を提供するこ
とによって「破壊的な技術」とし
ての役割を担ったのである。
　将来現れうる破壊的技術の可
能性を議論するとき、「なぜそう
なる可能性があるのか」という
分析が重要である。そうした分
析を行うためには技術について
の深い理解が必要であり、逆に言
えば、技術の動向に関するこうし
た深い理解こそが、研究開発投資
においてより良い展望や積極的に
検討すべきパラメータを提供する
のである。
　図表４は、FISTERAにおける
技術軌道に関する議論から導き出
された「予測される破壊的技術」
である。
　破壊的技術の具体的な例を、文
献の記述に従って簡単に説明す
る。まず『「製品」から「サービス」
への転換』に関しては、専門家は
次のように予測している。今日の
日常生活を支える家電製品などの
いわゆる「アプライアンス」は、
2008年ごろには、ほとんど全てネ
ットワークとの接続機能を持つよ
うになる。ネットワークを通じて
広い意味でのソフトウエアがその
製品に関する多様な機能を提供す
るようになる。このことは、現在
の市場が「製品に基づいて価値を
提供するモデル」であるのに対し
図表４　FISTRAで想定された破壊的技術
破壊的技術 出現年
「製品」から「サービス」への転換
既に起こっている。
2010年ごろ主要なインパクトが現れる。
ＰＣの消滅 2008～ 2010
ユビキタスシームレスな接続 2008～ 2010
伝送トラフィックパターンの変化
既に起こっている。
2010年ごろ主要なインパクトが現れる。
伝送帯域の制限の解消 2015
使い捨て製品 2009
自律型システム 2007
「コンテンツ」から「パッケージ」へ 2010
仮想的なインフラ 2015
文献２）を参考に作成
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欧州の情報化社会技術に関する予測調査
て、今後「サービスに基づいて価
値を提供するモデル」に移行して
いくことを意味している。これが
「製品」から「サービス」への転
換の意味するところである。
　また、『「コンテンツ」から「パ
ッケージ」へ』ということは、大
量のデータから特定の個人に価値
のある組み合わせや所望の表示
形態を採ることによって、意義
のある情報を提供しようという
試みである。映画や番組などの
コンテンツの作成は、現在すで
に膨大な量になっており、有り
余るほど提供されるコンテンツ
の単体の価値は相対的に低下する
一方である。そこで、どのように
そのコンテンツを効果的に提供す
るかというパッケージのあり方が
重要である。専門家のパネルディ
スカッションは、こうした観点か
ら、現在Microsoft 社などが行っ
ている個人情報の蓄積に関する研
究に着目している。これは、個人
にとって価値のあるパッケージの
あり方を模索する研究例であると
考えられる。
４‐５
技術動向の階層的表示
　FISTERAでは、情報通信分野
の要素技術のクラスターを作成し
て、情報化社会技術の今後の動向
を予測している。技術を議論する
対象が４‐２で示した「技術軌道」
であり、情報通信分野の各種技術
が提供できる「機能性」という観
点から、広帯域通信、データ獲得
技術、マン－マシンインターフェ
ースなどの技術軌道のクラスター
が抽出された。前節で紹介したの
は、そのうちの代表的な 10個の
クラスターである。
　これらのクラスターが、情報
化社会技術という観点から、各
種の応用領域等とどのように
相互作用するのであろうか。ま
た、クラスターを構成する各種
要素技術との関係はどうなるの
か。FISTERA では、こうした
技術と社会の関係を、応用環境
（Ambient）／サービス（Service）／
機能性（Functionality）／要素技
術（Technology）という四階層の
構造の上で議論している。最下層
の要素技術とは、図表３に挙げた
ような三次元スキャナーやバッテ
リー技術など多数の技術である。
その上に、それらの要素技術によ
って提供される「機能性」が考え
られ、さらにその上に、こうした
機能によって提供される「サービ
ス」の観点がある。最上層に位置
するのが、応用環境である。
　これらの関係を理解するため
に、「自動車」という応用環境を
取り上げてみよう。図表５は、「自
動車」という応用環境が、技術軌
道という考え方のうえでどのよう
に位置づけられるか、すなわち、
サービス、機能性、要素技術の観
点からどのように分解できるかを
示している。自動車は、娯楽や物
流管理というサービスを提供す
るとともに「安全性」も１つのサ
ービスとして提供する。これを支
える機能としては、通信、音声認
識、高度な「マン‐マシンインタ
ーフェース」などである。さらに、
そのような機能性は、エージェン
ト技術、ソフトウエア技術、液晶
画面、などによって成立する。こ
れは、上層から下層に向かう考え
方の流れであるが、逆に、ある特
定の要素技術の技術進化は、将来
的にどのような機能を提供するの
図表５　技術軌道の例
文献１）を参考に作成
図表６　技術軌道のグラフィック表示
文献５）を参考に作成
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か、それによって新たにどのよう
なサービスがうまれるのかという
下層から上層に向かう方向で、情
報化社会技術を検討することもで
きる。FISTERAでは、各技術軌
道クラスターにおける動向が、こ
うした階層化の観点で、専門家に
よって議論されている。
　図表６は、インターネットのウ
ェブサイト（http://fistera.telecom
italialab.com/）で参照できる技術
軌道クラスターの画面である。こ
のサイトでは、2004 年、2010 年、
2020 年の状況がそれぞれどうな
るかという将来像のシナリオ記
述を視覚的に参照することがで
きる。図表６の例では、年代とし
て「2004 年」、機能性の観点とし
て「三次元グラフィック表示技術
（3D-Imaging）」を選択すると、「ウ
エアラブル技術（Wearable）」と
ともに、サービスとしては「健康・
福祉（Healthcare）」に寄与すると
いう表示が現れている。すなわち、
2004年時点でもすでに医療診断な
どの技術進化が三次元可視化技術
によって進展している点や、身体
機能の状態をウエアラブル技術に
よって計測することなどによって
健康管理に資する遠隔モニタリン
グ等が可能となっていることを表
している。
5   むすび 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　筆者の所感として、FISTERA
の特徴として次の２点を挙げた
い。まず、調査設計全体が、明確
な戦略の実現に向けたプロセスの
一環である点が興味深い。つまり、
「リスボン戦略の 2010 年までの達
成」という目的に焦点を当てて全
体の調査設計が成されている。こ
のため、調査・分析の結果が、リ
スボン戦略の実現に関してどう影
響するかが明確に示されている。
　また、約３年間に跨る調査期間
を通じて、複数の観点から予測と
分析が試みられている。それらの
検討の途中経過が広く公開され、
次の段階での各ワーキンググルー
プの議論にフィードバックされる
というプロセスになっている。こ
うしたプロセスをインターネット
とウェブを活用することによって
効率的に実施している。さらに、
予測調査の実施過程において、
調査に参画する専門家に対して、
人口動態などの社会経済上の指
標など多様な基礎データの提示
も行なっている。このような方
法を取り入れることにより、専門
家の間の戦略に対する認識が深ま
り、問題解決を指向する、より良
いコンセンサスが生まれるものと
考えられる。
　FISTERAはあくまで欧州の情
報化社会技術を対象とする調査で
あるが、日本の科学技術政策に向
けた調査活動に際しても参考とな
る点が多いと考える。
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